
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

物価高騰対応かつうらデカ盛り応援券事業

①生活者に対する食料品等の物価高騰による負担を軽減するため、食
料品等を購入する際に市内店舗で利用できるクーポン券を発行する。
②③事業費：161,687千円
　・クーポン分：150,000千円（10,000円×15,000人）
　・取扱事務費：6,052千円
　・郵送料（簡易書留）：4,975千円
　（5名以上世帯：300世帯×670円、4名以下世帯：7,700世帯×620円）
　・時間外手当等：417千円
　・会計年度任用職員報酬（2名）：243千円
　（＠1,155円×7時間×15日間×2名）
④R8.4.1において勝浦市住民基本台帳に登録がある方

R8.4 R8.11

2
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

学校給食費補助事業

①小・中学校給食における、児童・生徒（準要保護児童生徒を除く。）の
給食費保護者負担金を全額補助（無償化）することで、食料費などの物
価高騰に苦しむ保護者の経済的負担の軽減を図る。※教職員を除く
全体事業費から国・県補助金（給食費負担軽減交付金）を差し引いた
事業費部分に対して重点支援地方交付金を充当する。
②③事業費：22,706千円
　・小学校児童分：30,423,120円（387人分）
　・中学校生徒分：14,418,545円（172人分）
　・年間：199食
　・合計44,841,665円－国補助金22,136,400円＝22,705,265円
　■交付金充当額：8,940,525円
④市内小中学校児童生徒

R8.4 R9.3

3
⑤省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

物価高騰対応省エネ家電購入支援事業

①エネルギー価格等の物価高騰による各家庭における電力料金の負
担軽減及び地球温暖化防止対策推進のためエネルギー消費性能の優
れた家電製品を購入した市民に対し、補助金を交付する。
②③事業費：4,018千円
　【補助金】
　・補助率1/3（千円未満切捨て）上限50,000円
　申請件数×補助金基本額上限150,000円÷２×補助率1/3
　・160件×150,000円÷2×1/3＝4,000,000円
　【事務費】
　・郵便料
　申請件数160件×110円＝17,600円
④市民

R8.4 R8.12

4
④消費下支え等を通
じた生活者支援

物価高騰対応水道料金軽減支援事業

①物価高騰による水道契約者（官公署を除く）の経済的負担を軽減す
るため、水道料金の一部を5ヶ月間支援する。
②③事業費：51,322千円
　【基本料金】
　一般用：　1,870円/月（税込）　⇒　免除額　　935円/月
　工場用：82,500円/月（税込）　⇒　免除額41,250円/月
　【内訳】
　一般用：基本料金減免
　　10,625件×935円×5ヶ月＝49,671,875円
　工場用：基本料金減免
　　8件×41,250円×5ヶ月分＝1,650,000円
　※令和8年8月検針分から令和9年1月検針分までの5ヶ月を想定
④水道契約者（官公署除く）

R8.7 R9.2

5

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

介護サービス事業所物価高騰対策支援事業

①物価高騰の影響を受けている市内介護サービス事業所に対して、経
営安定化及び持続可能な体制維持のため、事業所の規模に応じた補
助金を交付する。
②③事業費：8,184千円
　介護サービス事業所物価高騰対策支援給付金
　・訪問系事業所　20千円×6事業所＝120,000円
　・居宅介護支援事業所　20千円×5事業所＝100,000円
　・通所系事業所　210千円×5事業所＝1,050,000円
　・小規模通所介護　80千円×1事業所＝80,000円
　・入所系介護事業所　17千円×402名（施設定員）＝6,834,000円※8事
業所
④介護サービス事業所

R8.4 R8.9

6

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

障害福祉サービス事業所物価高騰対策支援
事業

①物価高騰の影響を受けている市内障害福祉サービス事業所に対し
て、経営安定化及び持続可能な体制維持のため、事業所の規模に応じ
た補助金を交付する。
②③事業費：1,176千円
　・相談系：50,000円×1事業所＝50,000円
　・訪問系：50,000円×3事業所＝150,000円
　・居住系：4,000円×36人（定員）＝144,000円　※5事業所
　・通所系（定員50人以上）：200,000円×1事業所＝200,000円
　・通所系（定員50人未満）：100,000円×4事業所＝400,000円
　・入所系：4,000円×58人（定員）＝232,000円　※1事業所
④障害福祉サービス事業所

R8.4 R8.9
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